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１．事業所の概要

　（１）事業所名
　　

　　　　　　井関農機株式会社　つくばみらい事業所

　（２）所在地

　　　　　　茨城県つくばみらい市青木５６０番地

　（３）事業活動

　　　　　　・先端営農技術の研究・実証・普及活動　　　　　　　
　　　　　　・国内製品の技術サポート　
　　　　　　・国内外グループ会社等向け商品・技術の研修

　（４）活動推進体制

　　　　　　環境管理責任者／事務局長 ：つくばみらい総務部長　平澤　研二
　　　　　　連絡先　　　　　              　 ：電話：0297-38-5566 ＦＡＸ：0297-38-5552
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　（５）事業規模（2022年度）

　　　　売上高（億円） 979
　　　　従業員数（人） 68
　　　　延床面積（㎡） 9,155.87
　　　　　　　注）売上高は、井関農機㈱単体の売上高

　　　　　　　　　従業員数、延床面積は2022年12月31日実績

　（６）井関ｸﾞﾙｰﾌﾟ内のＥＭＳ認証取得状況

　　　国内外拠点では国際環境規格ISO14001又はエコアクション２１に基づく
　　　環境マネジメントシステムを導入し、循環型社会形成と低炭素社会をめざし
　　　環境保全活動を行っています。

　井関グループの取得状況の詳細は下記の自社ホームページを参照してください。

　　https://www.iseki.co.jp/csr/group/
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２．対象範囲・期間及び発行日

　（１）対象範囲

　　井関農機株式会社 つくばみらい事業所内に所属する全組織、全活動、
　　全従業員（構内外注、アルバイト、派遣社員含む）

　（２）対象期間

　　2022年1月～2022年12月

　（３）発行日

　　2023年2月10日

　（４）発行部門

　　つくばみらい総務部
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３．環境経営方針

　　この環境経営方針は、職場や共用部の掲示板に掲示する他、事業所内で教育し、
　　従業員全員が意識するようにしています。
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４．環境経営目標・計画と実績

　　当事業所における環境経営目標と実績は、以下の通りです。

基準
（2019年実績） 計画 実績 達成率 評価

1 廃棄物最終処分量の低減 1.89ｔ 処分量 1.87t 1.2t 156% 〇

二酸化炭素排出量削減 420t 排出量 413t 209t 198% 〇

　【内訳】

　　　　　　　購入電力
　     　　（内、非化石証書購入分）

407千kWh 使用量 401千kWh
340千kWh
(262千kWh）

118% 〇

　　　　　　　軽油 240百L 使用量 236百L 141百L 167% 〇

　　　　　　　ガソリン 187百L 使用量 185百L 132百L 140% 〇

　　　　　　　灯油 237百L 使用量 234百L 182百L 129% 〇

節減意識の徹底（ニュース
発行、朝礼での徹底）

― 回数 4回 3回 75% △

水使用量の低減 5,539ｍ3 使用量 5,456ｍ3 5,364ｍ3 102% 〇

節水意識の徹底（ニュース
発行、朝礼での徹底）

― 回数 2回 2回 100% 〇

4 グリーン購入の推進 ― 購入率 90% 100% 111% 〇

5
各部門の業務に関わる環境経
営目標の取組

― 件数
5件（部門
で1件）

5件 100% 〇

※上記環境経営目標は、事務局長が事業所全体の活動を統括し、各部の部門長と推進員が

　　各部の活動を担当することで達成します。

※二酸化炭素排出量における電力係数は環境省公表の「電気事業者別排出係数」（大和ハウス

　　工業の項）」を使用。2022年度報告用係数 0.000421t-CO2/kWhを用いています。

　　1-9月は「非化石証書」を購入、使用電力の50％を非化石エネルギーとみなし二酸化炭素の

　　排出量抑制に貢献しました。

　　しかしながら、９月以降原材料高騰等による電力料の大幅値上げの影響があり、経費抑制の

　　ため、10-12月は契約変更により「非化石証書」を外しています。

※実績評価欄に記載した評価基準は、計画に対する達成率で次のとおりです。

○ ：100%以上

△ ： 70～99%

× ： 69%以下

管理点
2022年度(1-12月）

2

3

No. 環境経営目標
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５．環境活動の取組結果の評価、次年度の取組内容

【評価】
・エネルギー使用量は概ね計画より削減できましたが、2022年も新型コロナウイルス感染拡大

　防止のため、「夢ある農業総合研究所」への視察客受入の原則中止や、「グローバルトレー

　ニングセンター」での集合研修回数、受講人数ともに中止やキャンセル等で大幅減少しました。

　結果として消費電力量が減少したのが大きな要因です。

・コロナ禍が収束し受入が平常に戻れば、同レベルで継続的な削減を達成するのは困難となり

　ますが、基準年度（2019年）からの削減目標を継続して達成できるよう活動を推進いたします。

【次年度の取り組み】
・井関グループ全体で、2019年実績を基準とし、2021年度を開始年度とした中長期環境計画を

　策定しています。これに合わせ、当事業所では、下記のとおり設定しております。

目標単年 基準年 2023年 2030年

削減率 2019年 目標 目標

1 -0.35% 1.89t 1.86t 1.82t

2 -0.50% 420t 411t 397t

3 -0.50% 5,539ｍ3 5,428㎡ 5,242ｍ3

・2023年度は、下記の取り組みにより目標達成を図ります。

　　◇業務効率化による時間外労働、休日出勤低減で、電力使用量低減を図ります。

　　◇照明のLED化が2022年にほぼ完了。（2021年に本館側、2022年に本館以外の未対応カ所）

　　　　LED化となってからも継続して節電運動に取り組みます。

　　※電力料高騰への対応から、2022年10月より、やむなく「非化石証書」を外した契約で継続。

　　　　排出量削減につながる新たな情報等収集に努めて対応策を検討します。

６．環境関連法規等の順守状況の確認及び評価の結果
　　並びに違反、訴訟等の有無

　　（１）当社に適用される主な環境関連法規の順守状況

　　　　下表の通り、環境関連法規及び条例を順守しており、違反はありません。また、関係当局

　　　　より違反等の指摘も、過去7年間ありません。

No. 法律名 順守状況

1 ○

2 ○

3 ○

4 水質汚濁防止法 事故発生なし

5 家電リサイクル法 ○

6 フロン排出抑制法 ○

7 浄化槽法 ○

　　（２）環境関連訴訟等の有無

　　　　過去8年間、1件も発生しておりません。

漏洩防止の点検、廃棄時の適正引き渡し

保守点検、法定検査の実施

廃棄物処理法

保管基準順守

収集業者・処分業者との適正な契約

マニフェスト伝票の回収保管

事故時の報告

廃家電の適正引き渡し

順守すべき要求事項

No. 環境目標

廃棄物最終処分量の低減

二酸化炭素排出量の低減

水使用量の低減
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７．当事業所の取り組みのご紹介
2022年中に実施した当事業所の主な取り組みをご紹介いたします。

　　（１）省力・低コスト農業技術の展開 【夢ある農業ソリューション推進部】

　研究・実証した先端営農技術を提案し営農全般をサポートしています。

１）先端営農技術研究

　①省力・低コスト・多収栽培、新品種栽培等の先端栽培技術研究・実証

　②ロボット、ＩＣＴ等の先端農機実証

　③ＩＣＴ農機のデータ情報分析と有効活用の研究

２）営農普及支援

　①担い手や農業法人の皆様等に対する営農全般のコンサルティングやセミナー

　②営農提案できる人材の育成

　③営農情報の発信

　　　■水稲有機栽培の実証 ■省力栽培技術（ネギ一貫体系）

　　　■先端農機（ロボット田植機） ■先端技術（アイガモロボ）

　　　■営農セミナー ■情報発信（アイガモロボ特設サイト）

（Amoni WEBセミナーの実施）
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　　（２）人材育成の滞り回避に向けた研修運営 【ＩＳＥＫＩグローバルトレーニングセンター】

１）リモート（Web）研修

　　コロナ禍においても人材育成の滞りを回避し、ヰセキグループ社員の営業力・サービス力

　　の継続的な強化を支援し、お客様との信頼関係構築、そしてシェアアップにつなげます。

　　リモートでの技術研修は、物に直接触れないことで手順などを体で覚えにくい欠点があり

　　ますが、３Dグラフィックや分解手順の説明入り動画、また商品の実作業を上空よりドロ

　　ーンにて撮影した動画を利用するなどして、少しでも理解が進むよう工夫しました。

２）3年ぶり集合形式による新入社員研修開催

　　感染対策を徹底し、3年振りに販売会社の新入社員研修を集合方式にて開催しました。

　　手洗い/消毒の徹底、毎日の検温、マスク着用、黙食等々、参加された受講生の方々も

　　安全な運営に協力いただき、全員が無事最終日を迎えることが出来ました。

　　それ以降、集合研修とリモート研修を組み合わせながら研修運営に取り組みました。

リモート研修の様子子
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　　（３）省力化商品の推進 【アグリインプル事業部 関東推進課】

様々な商品を取扱うなか、省力化につながる商品を積極的に推進しております。

昨今注目されている先端技術を用いた商品や大型商品も多く、展示会・実演会などの場で

お客様へ特長を説明し、省力化につながる作業・商品の提案をしております。

2022年度も展示会・実演会に赴き、省力化商品を推進してまいりました。

商品例①　『農業用ドローン』

・防除作業時間を短縮

・人が入りにくい場所での防除作業を軽労化

・自律制御にて飛行可能

商品例②　『AMAZONEディスクハロー』

・10km/h以上のハイスピード作業が可能

・作業性の高さと高速作業で高能率、低燃費作業

・メンテナンスフリーのディスクベアリング・損傷防止ゴムスプリング採用

■農業用ドローン

■キャベツ残渣処理作業 ■TJW1233とのマッチング
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　　（４）農業機械整備技能士資格取得を推進 【技術サービス部】

技術サービス部の環境目標の１つである能力向上に向けた資格取得として部員の農業機械

整備技能士資格取得を進めております。

そこで資格取得のために部内教育として、入社5年目までの部員を対象にサービス技能コン

クールを開催しております。2022年度も12月に7名参加で実施しました。

　　※サービス技能コンクールとは・・・トラクタ点検整備に基づいた内容で作業方法や

　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　工具の取扱いなどを審査します。

　　（５）オンラインによる海外代理店向引継講習 【海外技術サービス部】

2022年度もコロナ禍の影響で積極的な海外出張が出来ませんでしたが、アジア市場向けの

新商品の引継講習会をオンラインにて実施しました。

オンライン講習では、座学にて新製品の機能、仕様、内部構造等について説明を行いました。

また、実機を用いた講習は、今回の座学の講習を元に、現地駐在員により分解、組立等を　　　　

実施いただきました。　

この講習会を通じて、現地販売会社のスタッフが新製品の理解を深め、新商品の取扱、

メンテナンス、修理作業等円滑に実施できることを目的としております。

　　　　　

現地に赴かなくても、オンライン技術を用いて、引き続き海外の販社や代理店を支えること

により、当社製品の販売及びサービス力の強化を継続させていきます。
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８．代表者による全体評価と見直しの結果

・2022年度も、無駄撲滅徹底と従業員の意識向上に注力し、その取組による効果は表れていま

　すが、新型コロナウイルス感染拡大防止のために事業活動自体が停滞したことにより、資源使

　用量が低下したことが使用量減少の最大の要因です。

・2023年度は、行動制限もなく、研修等事業活動が活発になり、資源使用量も増加するのは避け

　られません。さらに当事業所での二酸化炭素排出量は、使用電力量によるものが大半です。

　そのため2021年10月より、「非化石証書」購入をスタートし、排出量削減に大きな期待を寄せて

　いましたが、2022年9月以降、急激な電力料高騰の影響があり、収益確保の観点から、一旦「非

　化石証書」を外した契約で更新しています。

　

・電力削減に貢献する照明のLED化はほぼ完了しており、引き続事業所内の啓蒙による節電運

　動を継続すると共に、新たな排出量削減につながる取り組みを模索し、推進していきます。

　　　井関農機株式会社

　　　つくばみらい総務部長　　平澤　研二　

以　上

2023年2月10日
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